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マイ・タイ
ムライン

• 自分自身
が「いつ」
「何をす
るか」に
着目して、
防災行動
を時系列
的に整理
したもの
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想定ハザード：河川からの外水氾濫
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避難のきっかけにする
情報河川の水位情報

河川情報センター（2024）

大雨で起こる災害は，
外水氾濫だけではない
内水氾濫，土砂災害も
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東京新聞 東京新聞 静岡新聞

2023年9月の豪雨（日立市）
外水氾濫

死者：2人，半壊：147棟

2023年9月の豪雨（茂原市）
内水氾濫

死者：0人，床上浸水：536棟

2021年7月の豪雨（熱海市）
土砂災害

死者：26人，全壊：53棟

研究目的

外水氾濫以外の現象にも対応した
マイ・タイムラインツールの開発と

その有用性の評価
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研究方法
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A．近年の水害にお

ける防災情報の発信
過程の分析

B．防災情報に対す
る国民の認識の分析

C．外水氾濫以外の現象を対象とした避難計画
作成の支援ツールの改良

D．同支援ツールの有用性の評価

実態把握

開発

検証



事例データベースを構築
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2021/5/20~2024/12/31に災害救助法が適用された

• 死者・行方不明者が発生した事例

• 住家被害（床上浸水・一部損壊・半壊・全壊）の
被害棟数の合計が100棟以上の事例

発信機関 48:00~24:00 24:00~12:00 12:00~6:00 6:00~3:00 3:00~1:00 1:00~0:30 0:30~0:15 0:15~ 発災 ~0:30 0:30~1:00 1:00~3:00 3:00~6:00 6:00~12:00

国土交通省 氾濫注意水位超過(2:15),避難判断水位超過(3:00)
土石流発生
(10:30)

気象庁 大雨注意報(1
日3:55)

大雨注意報・
洪水注意報・
大雨警報(2日
6:29)

土砂災害警戒情報
(0:00)

都道府県(都道府県管理河川)
市町村(避難情報) 高齢者等避難(2日10:00)

国土交通省
避難判断水位超過
(10:20)

氾濫危険水
位超過
(10:40)

内水氾濫(道路
冠水・用水路
溢水)(11:20)

気象庁 大雨警報(7:34)
土砂災害警戒情報
(8:55), 洪水注意報
(8:46), 洪水警報(8:58)

都道府県(都道府県管理河川)

市町村(避難情報) 避難指示(9:30) 緊急安全確
保(10:35)

国土交通省
避難判断水位超過
(4:41), 氾濫危険水位超
過(5:35)

冠水(7:00)

気象庁

洪水注意報
(20:41), 大雨注意
報(20:03), 大雨警
報(23:02), 洪水警
報(23:02)

土砂災害警戒情報
(2:30)

都道府県(都道府県管理河川)
市町村(避難情報) 避難指示(6:30)

国土交通省
避難判断
水位超過
(5:00)

土石流発生
(5:15)

氾濫危険水位
超過(8:00)

気象庁

洪水注意報(13
日20:37), 大雨
注意報(13日
20:37), 大雨警
報(13日
21:54), 洪水警
報(13日21:54)

洪水警報
(10:05),
土砂災害警戒
情報(13:25)

大雨警報(2:39),
洪水警報((2:39))

洪水注意報
(17:12)

都道府県(都道府県管理河川)
市町村(避難情報) 避難指示(6:00)

国土交通省 避難判断水位
超過(7:45)

氾濫危険水位超過
(6:30)

土石流(8:40)

気象庁 大雨注意報(11
日21:15)

大雨注意報
(11:41), 洪水
注意報
(20:40), 大雨
警報(20:30)

洪水警報(4:33)
土砂災害警
戒情報
(7:45)

大雨特別警報(8:45)

都道府県(都道府県管理河川)
市町村(避難情報) 高齢者等避難(6:30) 避難指示(8:55)

国土交通省
氾濫危険水位
超過(12日
20:25)

内水氾濫
(7:52)

気象庁
洪水警報(12日
4:50),洪水警報
(12日10:23)

大雨特別警報(5:50)

都道府県(都道府県管理河川)

市町村(避難情報)

高齢者等避難
(12日9:00), 避
難指示(12日
10:54)

国土交通省
避難判断水位
到達(12日
23:45)

氾濫危険水位超過
(15:40)

内水氾濫(六角
川排水ポンプ
停止)(3:15)

気象庁

洪水注意報(11
日10:04), 大雨
注意報(11日
10:04), 大雨警
報(11日
11:33), 洪水警
報(11日
11:33), 土砂災
害警戒情報(12
日3:55), 洪水
警報(12日
4:49)

大雨特別警報(土砂災
害)(2:15)

都道府県(都道府県管理河川)
市町村(避難情報) 避難指示(12日20:15) 緊急安全確保(2:15)

国土交通省
避難判断水位
到達(12日
23:45)

氾濫危険水位超過
(15:40)

道路冠水
(3:00)

気象庁

洪水注意報(11
日13:05), 大雨
注意報(11日
10:04), 大雨警
報(11日
11:33), 洪水警
報(12日7:21)

大雨特別警報(3:30)

都道府県(都道府県管理河川)

市町村(避難情報) 避難指示(12日18:45)
緊急安全
確保
(3:25)

データベースの例
《分析対象の市町村の事例(n=66)》

《「防災情報の想定時間以前の発信」の定義》

《データベースの作成》

• 3時間前

警戒レベル3の気象警報, 
避難判断水位, 高齢者
等避難

• 2時間前

土砂災害警戒情報

• 発災前

警戒レベル4以上の
気象警報, 避難指示

• 1時間前

氾濫危険水位

参考：気象庁HP, 避難情報に関す
るガイドライン

最初にハザードが発生し
た時間を基準に, 発信さ
れた防災情報を各時間
帯のセグメントに配分

防災情報が想定時間以前
に発信された割合を集計

結果1：事例の全体像
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一度に複数のハザード発生 ハザード毎の防災情報の発信過程の差

単
一
ハ
ザ
ー
ド

複
数
ハ
ザ
ー
ド

１枚の中で自身の水害リスクに当てはまるそれぞれのハザードを想定して, 

発生リスクのあるハザードごとに避難計画（避難方法, 避難先）を作成する必要

発
信
割
合
に
差

複数ハザード＞単一ハザード

→複数のハザードの発生を同時に想
定した避難計画を作成することが重要

リードタイム・発信割合に差

→ハザードごとに
避難計画（避難方法, 避難先）の設定

リードタイムに差

結果2：発災前に発信されていた情報
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最初に発生したハザードが

外水氾濫
最初に発生したハザードが

土砂災害
最初に発生したハザードが

内水氾濫

• 避難指示

• 氾濫危険水位

• 大雨警報

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

• 土砂災害警戒情報

• 大雨警報 • 大雨警報

ハザードごとに十分に発信されている防災情報が異なる

ハザードごとに十分に発信されている防災情報をきっかけに避難を開始

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

研究方法
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A．近年の水害にお

ける防災情報の発信
過程の分析

B．防災情報に対す
る国民の認識の分析

C．外水氾濫以外の現象を対象とした避難計画
作成の支援ツールの改良

D．同支援ツールの有用性の評価

実態把握

開発

検証



インターネットによる質問紙調査
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調査方法 インターネット調査

調査対象者

A) 536人
B) 502人
C) 524人
A), B), C)の複数に該当する場合は
各々1サンプルとしてカウント

性年代均等割付にてサンプ
リング

調査時期 2024年11月

倫理審査
東北大学災害科学
国際研究所倫理審査

調査概要

スクリーニング項目

A) ハザードマップで近くの川からの浸水が予
想されている（外水氾濫）

B) ハザードマップで近くの川以外からの浸水
が予想されている（内水氾濫）

C) ハザードマップ上で土砂災害が予想され
ている（土砂災害）

概念 設問

スクリーニング
項目

各ハザードの発生リスクの
有無

災害・防災の
認識・備え

マイ・タイムラインの認識

防災行動（備え）

防災情報の
認識

防災情報の認識・受信媒体

防災情報受信時の防災行動

災害時の
情報入手手段

・被災経験

災害時の情報入手手段

被災経験（経験した災害）

被災経験（経験した被害, 
避難行動）

個人属性

性別

年齢

職業

居住地

設問の構成

結果1：外水氾濫の防災情報の認識
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避難に関する情報のうち, 高齢者等避難と
緊急安全確保は避難指示よりも理解されていない

12.7pt

9.7pt
警戒レベルが
向上するが, 

認識が低下
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警戒レベル4以上の防災情報であっても多くの国民に避難行動を
行いたいと思われていない

（受信時にとりたい行動と警戒レベルの想定のとるべき行動にずれ）

全員の
避難行動が
推奨される
警戒レベル

39.2%

43.9%

直接的に
避難に関
わる行動

49.1%

警戒レベル4のとるべき行動

結果2：外水氾濫の防災情報を受信したときにとりたい行動
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結果2：外水氾濫の防災情報を受信したときにとりたい行動

避難情報の発令の根拠になっている河川の水位情報は, 

避難に関する情報よりも理解されていない

同
じ
警
戒
レ
ベ
ル
の
避
難
情
報
に
比
べ
て

ハ
ザ
ー
ド
情
報
の
認
識
割
合
が
低
い



結果3：土砂災害・内水氾濫の防災情報の認識・受信時の行動
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外水氾濫の結果と同様の特徴が見られる

土砂災害の防災情報の認識割合 内水氾濫の防災情報の認識割合

内水氾濫の防災情報受信時にとりたい行動土砂災害の防災情報受信時にとりたい行動

土砂災害 内水氾濫

• 高齢者等避難と緊急安全確保は避難指示よりも理解されていない
• 警戒レベル4以上の防災情報であっても多くの国民に避難行動を行
いたいと思われていない
（受信時にとりたい行動と警戒レベルの想定のとるべき行動にずれ）

結果4：土砂災害の防災情報の認識・受信時にとりたい行動
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認識が高いにも関わらず避難に消極的→とるべき行動が正しく理解されていない

多くの防災情報で

認識割合は80%以上

50％未満

80％以上

直接的に避難に
関わる行動をとる

割合は50%以下

に対して

小括

1. 高齢者等避難と緊急安全確保は避難指示に比べて認識
されていない

– 避難指示だけでなく, 高齢者等避難や緊急安全確保について
も理解してもらう

2. 河川の水位情報は避難情報に比べて認識されていない

– 避難情報発信の根拠となるハザード情報も避難情報に匹敵す
ることを理解してもらう

3. 防災情報の認識割合が高いにも関わらず避難に消極的

– 防災情報の名称・意味や発信時にとるべき行動について正しく
理解してもらう

防災情報の意味と警戒レベルごとのとるべき行動を正しく理
解してもらう必要がある

21

研究方法

22

A．近年の水害にお

ける防災情報の発信
過程の分析

B．防災情報に対す
る国民の認識の分析

C．外水氾濫以外の現象を対象とした避難計画
作成の支援ツールの改良

D．同支援ツールの有用性の評価

実態把握

開発

検証



ここまでの分析を踏まえた修正案
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① 住まいの水害の発生リスク確認

② 家庭の状況の確認

③ 避難先の設定

④ 「台風が発生」してから
「河の水が氾濫」するまでの流れ

⑤ 「台風が発生」してから
「河の水が氾濫」するまでの備え

⑥ 『マイ・タイムライン』記入シート
（作成例含む）

⑦ マイ・タイムラインの説明

⑧ 警戒レベルの説明

⑨ 天気・河川水位の情報の確認
方法・受信媒体

⑩ 避難までの準備・避難時の持ち物

⑪ 見直しパンフレット

⑫ 避難行動の凡例シール

「逃げキッド」の構成 新たな支援ツールの構成
① 住まいの各ハザードの発生リスク確認

② 家庭の状況の確認

③ 各ハザードを想定した避難先の設定

④ 各ハザードの防災情報と警戒レベルごと
のとるべき行動の理解

⑤ 『マイ・タイムライン』記入シート

⑥ 『マイ・タイムライン』記入例（備えの例を
含む）

⑦ マイ・タイムラインの説明

⑧ 各ハザードの天気・河川水位の情報の確
認方法・受信媒体

⑨ 避難までの準備・避難時の持ち物

⑩ 見直しパンフレット

⑪ 避難行動の凡例シール

A.近年の水害における防災情報の発信過程の分析から B.防災情報に対する国民の認識から

赤文字：変更内容
外水氾濫以外「も」の想定を確認（①～③）
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現行のフォーマット 新ツール案

防災情報の意味と警戒レベルごとのとるべき行動を
正しく理解するためのワーク形式（④）
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現行のフォーマット（別冊）

防
災
情
報
の
名
称
・
意
味
と
警
戒
レ
ベ
ル
毎
の
と

る
べ
き
行
動
を
理
解
し
て
も
ら
う
パ
ー
ト

マイ・タイムライン記入シート
のマルチハザード化（⑤）

26



その際の避難行動開始の目安
として提示するもの（避難行動トリガー）
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最初に発生したハザードが

外水氾濫
最初に発生したハザードが

土砂災害
最初に発生したハザードが

内水氾濫

• 避難指示

• 氾濫危険水位

• 大雨警報

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

• 土砂災害警戒情報

• 大雨警報 • 大雨警報

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

想定されている時間以前に十分に
(80％以上)発信された防災情報

研究方法
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A．近年の水害にお

ける防災情報の発信
過程の分析

B．防災情報に対す
る国民の認識の分析

C．外水氾濫以外の現象を対象とした避難計画
作成の支援ツールの改良

D．同支援ツールの有用性の評価

実態把握

開発

検証

評価指標
• 提案した様式にもとづいてマイ・タイムラインを作成し，その

とおりに行動できた，という仮定で，避難行動トリガーの妥当

性を評価

29

• 適合率（Precision，精度）：TP/(TP+FP)

– 実際に真の値と一致しているかを表す指標

– 避難行動のトリガー情報が出たときに，実際に災害が
起きた割合

• 再現率（Recall，網羅率）：TP/(TP+FN)

– 実際に正であるものの中から，どれだけ正と予測でき
たかを表す指標（網羅率）

– 実際に災害が起きた場合のうち，避難行動のトリガー
情報が出た割合を示す

• F値：2*(Precision * Recall)/(Precision + Recall)

– 適合率と再現率とはトレードオフの関係にあることから，
これらの調和平均をとって総合的に評価したもの

• 空振り：FP/(TP+FP)

– 避難行動のトリガーが出たものの，実際には災害が発
生しなかった割合

トリガーが
発信

トリガーが
未発信

発災あり TP FN

発災なし FP TN

比較対象

• マイ・タイムライン：現行の基準
• 内閣府ガイドライン：警戒レベル4で統一
• 本研究にもとづく：Aの研究結果を踏まえたトリガー候補

32

ハザード 条件 避難行動のトリガー

外水氾濫

マイ・タイムライン 氾濫危険水位

内閣府ガイドライン 避難指示 氾濫危険水位

本研究にもとづく 避難指示 氾濫危険水位 大雨警報

内水氾濫

マイ・タイムライン

内閣府ガイドライン 避難指示

本研究にもとづく 大雨警報

土砂災害

マイ・タイムライン

内閣府ガイドライン 避難指示 土砂災害警戒情報

本研究にもとづく 土砂災害警戒情報 大雨警報



評価結果

• 外水氾濫：マイ・タイムライン（現行）が最も妥当．本研究にもとづく候補は，
再現性（網羅率）が高いものの，空振りが最も多くなる

• 内水氾濫：本研究にもとづく候補（大雨警報）が最も妥当

• 土砂災害：いずれも同等．土砂災害警戒情報が支配的
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ハザード 条件
適合率

Precision
再現率
Recall

F値 空振り

外水氾濫

マイ・タイムライン 76.9％ 76.9％ 76.9％ 23.1％

内閣府ガイドライン 64.2％ 87.2％ 73.9％ 35.8％

本研究にもとづく 58.5％ 97.4％ 73.1％ 41.5％

内水氾濫

マイ・タイムライン - - - -

内閣府ガイドライン 68.6％ 76.1％ 72.2％ 31,4％

本研究にもとづく 70.3％ 97.8％ 81.8％ 29.7％

土砂災害

マイ・タイムライン - - - -

内閣府ガイドライン 70.3％ 95.7％ 81.1％ 29.7％

本研究にもとづく 70.3％ 95.7％ 81.1％ 29.7％

おわりに
• 2021年5月以降の主要な大雨災害

– 単一ハザードの発生は25.7％，複数ハザードの発生は72.7％（大半）

– 発災前に発信されていた情報
• 外水氾濫：避難指示，氾濫危険水位，大雨警報

• 内水氾濫：大雨警報

• 土砂災害：土砂災害警戒情報，大雨警報

• 災害情報に関する住民の認識

– 高齢者等避難，緊急安全確保 ＜ 避難指示

– 避難情報発信の根拠となるハザード情報 ＜ 避難情報（避難指示など）

• 以上の問題を踏まえた新たな支援ツールのフォーマットを提案

– マルチハザード化，情報種類に関する事前学習の強化，近年の大雨災害の情報発信
過程にもとづく避難行動トリガー（案）

• 新たな支援ツールの検証

– 土砂災害，内水氾濫：適切なタイミングでの避難行動のトリガーを提供できる可能性が
高い．

– 外水氾濫：発災前にトリガーが提供されるタイミングは現行マイ・タイムラインよりも改
善されるものの，空振りが多く発生することが分かった．

– 空振りは，2～3割．これを個人・地域社会でどれだけ許容できるか
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